
当資料は、ファンドの運用状況を受益者の皆様にお知らせするために当社が作成した資料であり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。ファンド
の取得のお申込みを行なう場合には、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、お客様自身でご判断くだ
さい。当資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成していますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。当資料中の情報等は
過去のものであり、将来の市場環境・運用成果等を示唆または保証するものではありません。当資料に記載された市況や運用に関するコメント等の内
容は作成日現在の当社見解であり将来の動向や結果を保証するものではなく、また将来事前の予告なく変更されることがあります。投資信託は値動き
のある有価証券等（外国証券には為替リスクもあります。）に投資しますのでその値動きに伴い基準価額が変動します。従って投資元本および運用成果
が保証されているものではなく、また投資信託財産に生じた損益は全て投資家の皆様に帰属します。 
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キャピタル・インターナショナル株式会社 

 

キャピタル日本株式ファンド 

2018年 12月 25日の基準価額の変動について 
 

キャピタル日本株式ファンドの基準価額が大幅に下落したことを受け、当ファンドがマザーファンドを通
じて実質的な主要投資対象としている日本株式市場の下落の背景、今後の運用方針についてご説明いたし
ます。 

【 基準価額と TOPIXの騰落率 】 
 
 
 
 

【株式市場下落の背景】 
12月 25日の日本株式市場は大幅に下落し、TOPIX（配当なし）は▲4.88%となりました。このと
ころ、世界景気の減速観測や米国の政策をめぐり、投資家のリスク回避姿勢が強まっており、特に
米国株式市場が大幅に下落し、日本株式市場もその影響を受けている状況です。米国株式市場の下
落の背景としては、貿易摩擦の激化による景気と企業業績への影響、先週追加利上げを決めた FRB

（米連邦準備制度理事会）の政策に対する不透明感、トランプ政権と FRB との関係悪化観測、米
国議会における予算案をめぐる与野党対立などがあると考えられます。また、為替市場では、米ド
ル安円高が進み、日本時間 25 日 15:30 前後の米ドル円レートは、今年 8 月以来となる 110 円台
前半での推移となっており、輸出企業を中心に株価の下落に拍車をかけたと考えられます。 

 

【今後の運用方針】 
市場下落の主要因となっている貿易摩擦や金融政策などの米国の政策については、景気や企業業
績への影響を中心に今後も注意深く見守っていく方針です。世界経済については、主要国の政策余
地もあり、緩やかな拡大が持続し、日本企業の業績も拡大局面が継続する見通しです。日本株式市
場のバリュエーション（株価評価）は依然として割安な水準にあるとみられ、企業業績への不透明
感や株主還元が改善するにつれ見直しが入ると考えられます。株式市場は、企業業績とバリュエー
ション双方が支えになり徐々に落ち着きを取り戻す見込みです。一方、今回のような米国株式の調
整再燃、貿易摩擦の実体経済や企業収益への影響、米国の利上げペースが速まる場合の影響、円高
の進行などは市場の変動性を再び高めるリスク要因として引き続き注意が必要です。これらのリ
スク要因で株価が大きく振れる市場環境では、株価バリュエーションと企業の中長期的な収益成
長の検討がより重要になると考えます。引き続き、企業訪問を中心とした情報収集や銘柄ごとの投 

TOPIX(配当なし)

変化 騰落率
2018年12月25日 24,109円 ▲1,294円 ▲5.09% ▲4.88%

日付
キャピタル日本株式ファンド

基準価額 前営業日比 前営業日比
騰落率
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資判断を重視した運用に努めます。当面は、市場動向に細心の注意を払いながら、基本的な運用方
針であるボトムアップ・アプローチによる長期投資を継続し、有望銘柄の発掘に力を入れる考えで
す。今後とも当ファンドをご愛顧くださいますよう、よろしくお願いいたします。  
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ご参考資料 
 

• 投資信託に係るリスクについて 
投資信託は、国内外の株式や公社債等の値動きのある有価証券等に投資を行ないますので、組入有
価証券等の価格の下落や発行者の倒産や財務状況の悪化等の影響により、基準価額が下落し、損失
を被ることがあります。また、外貨建資産に投資を行なった場合には、為替の変動により、損失を
被ることがあります。従って、投資家のみなさまの投資元本は保証されているものではなく、基準
価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。当ファンドの運用による損
益は全て投資者に帰属します。投資信託は預貯金と異なります。投資信託は、投資信託毎に投資対
象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異な
りますので、詳しくは、「投資信託説明書（交付目論見書）」の「投資リスク」を必ずご覧ください。 
 

• ファンドの費用等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

投資信託のお申し込みにあたっては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。 

 
 
キャピタル・インターナショナル株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 317号 
加入協会: 一般社団法人投資信託協会／一般社団法人日本投資顧問業協会 


